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 日本医師会としては、保険医療機関と保険者との間の直接契約により、診療報酬の
現行点数表の範囲内で単価を引き下げたり、低い報酬点数で請求するということは地
域医療確保の観点及びフリーアクセスの確保の観点から非常に好ましくないと考え
ている。もし仮に、契約しようとする医療機関がある場合は、その契約内容を十分検
討され、熟慮を重ねた上での慎重な対応をお願いしたい。 
 また、平成１５年１月１７日付け福県医発第１８２４号（保）及び平成１５年２月
１４日付け福県医発第２０３４号（保）で送付した「健康保険組合における診療報酬
の審査及び支払に関する事務の取扱いについて」についても併せて考慮し、対応を考
えられたい。 
 
１．昭和３２年５月１５日保発第４２号通知「健康保険法の一部を改正する法律の施
行について」 
  第四の六の２により行なわれてきた保険者と保険医療機関との直接契約につい
ては、今般、標記通知（厚生労働省保険局長通知（平15.5.20保発第0520001号））
により廃止された。これに伴い、直接契約できるのは国立療養所及び保健所と限定
されていた制限がなくなった。（実際には昭和４９年４月から割引契約は廃止され
ている） 
 
２．上記昭和３２年通知が廃止されたことにより、直接契約は健康保険法第７６条第
３項によって行なうこととなるので、厚生労働省は新たに直接契約に関する認可基
準「健康保険法第７６条第３項の認可基準等について」を設けた。 
  認可の基準は以下のとおりである。 
 
３．認可の基準について 
 （１）健康保険組合と保険医療機関の合意について 
    法第７６条第３項に規定する契約は、これを締結しようとする健康保険組合
と個別の保険医療機関との合意に基づくものであること。 

 
   《参考：健保法第７６条第３項》 
     保険者は、保険医療機関又は保険薬局との契約により、当該保険医療機関
又は保険薬局において行われる療養の給付に関する第１項の療養の給付に
要する費用の額につき、前項の規定により算定される額の範囲内において、
別段の定めをすることができる。この場合において、保険者が健康保険組合
であるときは、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。 



    （療養の給付（第６３条第１項）：１診察、２薬剤又は治療材料の支給、３
処置、手術その他の治療、４居宅におけ
る療養上の管理及びその療養に伴う世話
その他の看護、５病院又は診療所への入
院及びその療養に伴う世話その他の看
護） 

 
 （２）健康保険組合における適正手続きについて 
    契約を締結しようとする健康保険組合（契約健保組合）は、認可の申請及び
規約の改正の申請について、組合会において十分な説明を行い、その議決を経
ていること。なお、規約の改正には、契約の内容を規約に明記すること。 

 
 （３）契約内容について 
   １）契約健保組合と契約を締結しようとする保険医療機関（契約医療機関）と
の契約に以下の条件が明記されていること。 

    ① 契約健保組合は、被保険者及びその被扶養者が契約医療機関以外の保険
医療機関において受診することを制約しないこと。 

    ② 契約医療機関は、契約健保組合の被保険者及びその被扶養者を優先的に
取扱わないこと。 

    ③ 契約医療機関は、当該契約の実施に伴い診療科目を減らさないこと。 
   ２）契約の条件（契約健保組合と契約医療機関の契約が次の①から④の条件を
満たしていること。） 

    ① 契約健保組合の被保険者及びその被扶養者（加入者）が医療機関の選択
を歪めるおそれの強いものでないこと。（誘導しないこと。） 

     （例えば、初診料を無料にして契約医療機関への受診を誘引する恐れのな
いこと。） 

    ② 契約内容は、診療報酬点数表の範囲内であること。（第76条第３項参照） 
      なお、独自の包括払いなど、患者にとって割増か、割引かが不明確なも

のは認めないこと。 
    ③ 契約内容が、契約健保組合の加入者間の平等を害するものではないこと。 
    ④ 契約内容が、保険医療機関及び保険医療養担当規則に反するものではな

いこと。（例えば、一部負担金のみを減額又は免除するものなど） 
 
 （４）契約医療機関の運営状況等について 
    契約医療機関の運営状況等からみて、診療報酬の割引により、契約医療機関
が行ってきた医療の提供が困難となるおそれが認められないこと。 



    契約健保組合は、契約医療機関の直近２年間の収支状況が分かる書類を提出
し、契約医療機関の収支状況が良好であることを明らかにしなければならない
こと。 

    契約医療機関が複数の医療機関を運営する法人により運営されている場合
は、当該法人全体の直近２年間の収支状況がわかる書類を併せて提出しなけれ
ばならないこと。 

    直近２年間とも経常損益が赤字の場合（個人病院又は個人診療所にあっては
事業所得がない場合）など収支状況が良好でないと認められる場合には認可を
行なわないこと。 

    （直近２年間の収支状況が分かる書類：収支決算書、財産目録、貸借対照表、
損益計算書（個人病院又は個人診療所は所得税申告書）、その他これに準ずる
書類） 

 
 （５）契約健保組合の被保険者及びその被扶養者が契約医療機関を評価できる客観
的な基準について 

    契約健保組合の被保険者及びその被扶養者が契約医療機関の医療の内容等
の評価を行なうことができるよう、契約医療機関は平成１４年厚生労働省告示
第１５８号「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関して広告でき
ることができる事項」に掲げられているそれぞれの事項について広告を行なっ
ていること。 

 
 （６）フリーアクセスへの影響 
   １）契約健保組合は、認可申請に際し以下の各項目が分かる書類を添付するこ
と。（健保組合が厚生労働大臣の認可を受けるときは①～③の書類を添付） 

    ① 当該契約が契約健保組合の被保険者及びその被扶養者や地域住民のフ
リーアクセスに与える影響に関する契約健保組合の所見 

    ② 契約健保組合の被保険者及びその被扶養者が契約医療機関にかかって
いる診療報酬の総額及びレセプトの件数 

    ③ 契約健保組合の被保険者及びその被扶養者が契約医療機関の所在地（市
区町村内）の他の保険医療機関で受診した診療報酬の総額及びレセプト件
数（契約医療機関と同一の診療科を標榜する保険医療機関のレセプトに限
る。） 

   ２）地方厚生（支）局長は、契約健保組合の被保険者及びその被扶養者や地域
住民のフリーアクセスに与える影響について、次の３）に定める委員会の意
見を聴くこと。 

 



   ３）委員会の構成及び運営等は次によるものである。 
    ① 委員は、原則として、契約医療機関の存する都道府県の地方社会保険医

療協議会の委員を任命すること。 
    ② 委員会は、契約健保組合の被保険者及びその被扶養者や地域住民のフリ

ーアクセスに与える影響について審議するものであること。（例えば、窓
口負担額の差異によって契約健保組合の被保険者及びその被扶養者の受
診行動に与える影響、契約締結に伴い契約医療機関の所在する市区町村内
の関係医療機関が地域医療の中で果たしている役割や機能への影響な
ど。） 

    ③ 委員会は、審議に当たって、契約健保組合及び契約医療機関から説明及
び意見を聴くこと。 

      また、契約医療機関の所在する市区町村内の関係医療機関のうち意見陳
述を希望する者から意見を聴くこと。このため、契約健保組合及び契約医
療機関の所在する地域を管轄する地方厚生（支）局は、契約健保組合及び
契約医療機関の名称、住所、契約内容の要旨等を掲示板及びホームページ
において公示すること。 

 
４．認可後の監督及び認可の取消しについて 
 （１）地方厚生（支）局は、契約健保組合の被保険者及びその被扶養者に対して契
約医療機関以外の医療機関で受診することを制約していないか指導監査を行
なうこと。（健保組合の指導監査） 

    なお、これに違反した場合は必要な行政処分等を行なうとともに、違反した
契約健保組合の名称を公開する。 

 
 （２）契約健保組合は、契約後、毎月、契約医療機関における１）及び２）を地方
厚生（支）局に報告しなければならない。 

   １）当該契約健保組合の被保険者及びその被扶養者に係る診療報酬の額及びレ
セプト件数。 

   ２）当該契約健保組合の被保険者及びその被扶養者以外の患者に係る診療報酬
の額及びレセプト件数。 

 
 （３）契約健保組合は、毎年度、契約医療機関及び運営法人の収支状況が健全であ
ること並びに契約医療機関において十分な情報の開示が行なわれていること
が確認できる資料を地方厚生（支）局に提出すること。 

 
  



 （４）地方厚生（支）局は、健保法第７６条第３項の認可をした場合は、その旨を
契約医療機関の所在する地域を管轄する地方社会保険事務局に連絡すること。 

 
 （５）地方厚生（支）局が契約医療機関による患者フリーアクセスの阻害に関する
情報を入手した場合は、契約医療機関の所在する地域を管轄する地方社会保険
事務局に連絡すること。 

    地方社会保険事務局は、地方厚生（支）局からの連絡等により契約医療機関
による患者フリーアクセスの阻害行為に関する情報を入手した場合は、契約医
療機関に関する事実関係の確認及び調査を行い、その結果を地方厚生（支）局
に連絡すること。 

 
 （６）地方社会保険事務局は、契約医療機関に対して指導監査を行なった結果、健
保法第８０条等に基づく行政上の措置（取消し又は戒告若しくは注意）を行な
った場合等は、その旨を契約健保組合の所在する地域を管轄する地方厚生（支）
局に連絡すること。 

 
 （７）地方厚生（支）局長は、契約健保組合の被保険者及びその被扶養者や地域住
民のフリーアクセスを阻害すると認めた場合又は認可要件を欠くに到ったと
認めた場合は、契約健保組合に対し、健保法第76条第３項の認可を取り消す。 
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